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   沖縄振興特別措置法（抜粋） 

                （平成１４年３月３１日法律第１４号） 

                最終改正：平成１７年１１月７日法律第１２３号 

 

 第７章 駐留軍用地跡地の利用の促進及び円滑化のための特別措置  

 

  第１節 駐留軍用地跡地の利用に関する基本原則等  

 

 （駐留軍用地跡地の利用に関する基本原則）  

第９５条 国、沖縄県及び跡地関係市町村は、密接な連携の下に、沖縄の均衡ある発

 展及び潤いのある豊かな生活環境の創造のため、駐留軍用地跡地の有効かつ適切な

 利用を促進するよう努めなければならない。  

 （国の責務）  

第９６条 国は、前条の駐留軍用地跡地の利用に関する基本原則（次条において「基

 本原則」という。）にのっとり、駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用を促進する

 ため必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めなければならない。  

 （地方公共団体の責務）  

第９７条 沖縄県及び跡地関係市町村は、基本原則にのっとり、駐留軍用地跡地の有

 効かつ適切な利用を促進するため駐留軍用地跡地の利用に関する整備計画の策定そ

 の他の措置を講ずるよう努めなければならない。  

 

  第２節 大規模跡地の指定等  

 

 （大規模跡地の指定）  

第９８条 内閣総理大臣は、市街地の計画的な開発整備を行うことが必要と認められ、

 かつ、その原状回復及び開発整備に長期間を要する駐留軍用地（日本国とアメリカ

 合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第６条に基づく施設及び区域並びに日本

 国における合衆国軍隊の地位に関する協定第２５条に規定する合同委員会において

 返還が合意されたものに限る。）又は駐留軍用地跡地であって、沖縄の振興の拠点

 となると認められるもの（その面積が政令で定める規模以上であることその他政令

 で定める要件に該当するものに限る。）を大規模振興拠点駐留軍用地跡地（以下「大

 規模跡地」という。）として指定するものとする。この場合において、当該指定は、

 第１０３条第１項に規定する基準日までに行うものとする。  

２ 内閣総理大臣は、大規模跡地を指定しようとするときは、関係行政機関の長に協

 議するとともに、沖縄振興審議会及び沖縄県知事の意見を聴かなければならない。 

３ 沖縄県知事は、前項の意見を述べようとするときは、跡地関係市町村の長の意見

 を聴かなければならない。  

４ 内閣総理大臣は、大規模跡地を指定したときは、遅滞なく、その旨を公表しなけ

 ればならない。  
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５ 内閣総理大臣は、情勢の推移により必要が生じたときは、遅滞なく、その指定し

 た大規模跡地の区域を変更するものとする。  

６ 第２項から第４項までの規定は、前項の規定による大規模跡地の区域の変更につ

 いて準用する。  

 （国の取組方針の策定）  

第９９条 内閣総理大臣は、前条第１項の規定により大規模跡地を指定したときは、

 当該大規模跡地において国が取り組むべき方針（以下「国の取組方針」という。）

 を定めなければならない。  

２ 国の取組方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

 (1) 大規模跡地の整備の方針に関する事項  

 (2) 大規模跡地において実施すべき事業及び実施主体に関する事項  

 (3) 重点的に推進すべき公共施設の整備に関する事項  

 (4) 産業の振興に関する事項  

 (5) その他大規模跡地の整備に関し必要な事項  

３ 内閣総理大臣は、国の取組方針を定めようとするときは、関係行政機関の長に協

 議するとともに、沖縄県知事の意見を聴かなければならない。  

４ 沖縄県知事は、前項の意見を述べようとするときは、跡地関係市町村の長の意見

 を聴かなければならない。  

５ 内閣総理大臣は、国の取組方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

 ばならない。  

６ 内閣総理大臣は、大規模跡地の区域の変更その他情勢の推移により必要が生じた

 ときは、遅滞なく、国の取組方針を変更するものとする。  

７ 第３項から第５項までの規定は、前項の規定による国の取組方針の変更について

 準用する。  

 （県総合整備計画の策定）  

第１００条 沖縄県知事は、第９８条第１項の規定による大規模跡地の指定があった

 ときは、沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別措置に関する法律（平成７年

 法律第１０２号）第１１条第１項に規定する県総合整備計画（以下この章において

 単に「県総合整備計画」という。）を定めなければならない。  

２ 県総合整備計画は、前条第１項の規定により定められる国の取組方針との調和が

 保たれたものでなければならない。  

 （特定跡地の指定）  

第１０１条 内閣総理大臣は、その開発整備を行うに当たって原状回復に相当の期間

 を要する駐留軍用地跡地であって、その土地の計画的な開発整備が沖縄の振興に資

 すると認められるもの（その面積が政令で定める規模以上であるものに限る。）を

 特定振興駐留軍用地跡地（以下「特定跡地」という。）として指定するものとする。

 この場合において、当該指定は、第１０４条第１項に規定する基準日までに行うも

 のとする。  
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２ 第９８条第２項から第６項までの規定は、前項の規定による特定跡地の指定につ

 いて準用する。  

 （市町村総合整備計画の策定）  

第１０２条 跡地関係市町村の長は、前条第１項の規定による特定跡地の指定があっ

 たときは、沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別措置に関する法律第１０条

 第１項に規定する市町村総合整備計画を定めなければならない。ただし、当該特定

 跡地について、県総合整備計画が定められる場合は、この限りでない。  

 

  第３節 大規模跡地給付金の支給等  

 

 （大規模跡地給付金の支給）  

第１０３条 国は、大規模跡地の円滑な利用を促進し、第１００条第１項の規定によ

 り定められた県総合整備計画に基づく市街地の計画的な開発整備及び原状回復に長

 期間を要することに伴う大規模跡地所有者等（大規模跡地の所有者又は賃借権その

 他政令で定める権利を有する者をいう。以下この条において同じ。）の負担の軽減

 を図るため、アメリカ合衆国から駐留軍用地（復帰協定の効力発生の日の前日にお

 いてアメリカ合衆国が使用していたもので、引き続き駐留軍の使用に供されている

 ものに限り、国有地を除く。以下同じ。）の返還を受けた場合において、大規模跡

 地所有者等が当該返還を受けた日（以下この項及び次項において「返還日」という。）

 の翌日から引き続き３年を超えて、当該土地を使用せず、かつ、収益していないと

 きは、当該大規模跡地所有者等に対し、当該大規模跡地所有者等の申請に基づき、

 返還日の翌日から３年を経過した日（次項において「基準日」という。）から大規

 模跡地給付金を支給するものとする。この場合において、当該大規模跡地給付金の

 支給の限度となる期間その他の必要な事項は、政令で定める。  

２ 前項の大規模跡地給付金の額は、返還日の属する年度に国が当該土地について支

 払った賃借料（当該土地が日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障

 条約第６条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する

 協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法（昭和２７年法律第１４０号）

 により使用されたものであるときは、同法第１４条の規定により適用する土地収用

 法（昭和２６年法律第２１９号）第７２条に規定する補償金）の１日当たりの額に、

 基準日から当該大規模跡地所有者等が当該土地を使用し、収益し、又は処分した日

 の前日までの期間（当該期間が前項後段に規定する政令で定める期間を超える場合

 には、当該政令で定める期間）の日数を乗じて得た額から基準日以後当該土地を使

 用できないことを理由として国から支払を受けた補償金（次項において単に「補償

 金」という。）の額を減じて得た額とする。  

３ 前項の規定にかかわらず、一の大規模跡地所有者等について支給する大規模跡地

 給付金の額は、第１項に規定する政令で定める当該大規模跡地所有者等に係る期間

 の年数（当該期間の総月数を１２で除して得た数とし、その数に小数点以下１位未
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満の端数があるときは、これを四捨五入する。）に千万円を乗じて得た額から当該

 大規模跡地所有者等が支払を受けた補償金の総額を減じて得た額を限度とし、かつ、

 一の大規模跡地所有者等について１年間に支給する大規模跡地給付金の額は、千万

 円から当該期間について当該大規模跡地所有者等が支払を受けた補償金の総額を減

 じて得た額を限度とする。  

４ 共有の土地について前項の規定を適用する場合には、共有者全員を一の大規模跡

 地所有者等とみなす。  

 （特定跡地給付金の支給）  

第１０４条 国は、特定跡地の円滑な利用を促進し、当該特定跡地における原状回復

 に相当の期間を要することに伴う特定跡地所有者等（特定跡地の所有者又は賃借権

 その他政令で定める権利を有する者をいう。以下この項において同じ。）の負担の

 軽減を図るため、アメリカ合衆国から駐留軍用地の返還を受けた場合において、特

 定跡地所有者等が当該返還を受けた日（以下この項において「返還日」という。）

 の翌日から引き続き３年を超えて、当該土地を使用せず、かつ、収益していないと

 きは、当該特定跡地所有者等に対し、当該特定跡地所有者等の申請に基づき、基準

 日（返還日の翌日から３年を経過した日をいう。）から特定跡地給付金を支給する

 ものとする。この場合において、当該特定跡地給付金の支給の限度となる期間その

 他の必要な事項は、政令で定める。  

２ 前条第２項から第４項までの規定は、前項の規定による特定跡地給付金の支給に

 ついて準用する。  

 

 

   附 則 抄  

 （施行期日） 

第１条 この法律は、平成１４年４月１日から施行する。  

 （この法律の失効） 

第２条 この法律は、平成２４年３月３１日限り、その効力を失う。 

２ 後略  

 

 


